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老人保健課

都道府県介護保険主管課 御中

介護報酬の請求に係る消滅時効の起算日について

介護報酬の請求については、平成1 3年9月1 9日付事務連絡(「介護給付費請求

書等の保管について」)において、 2年の消滅時効である旨、通知したところである。

今般、その起算日について、以下のとおり整理したので、通知する。各都道府県に

おかれては、管内市町村や事業者等への周知徹底について、特段のご配慮をお願いし

たい。

1.事業者による介護報酬の請求(代理受領)の場合

介護報酬は、各月分について翌月1 〇日までに請求し、審査後、その翌月末まで

に支払うこととなっているものであるから、国民健康保険における取扱いと同様、

サービスを提供した日の属する月の翌々々月の1日が時効の起負目となる。

(参考)

○介護給付費及び公費負担医療等に関する費用の請求に関する省令

(介護給付費等の請求日)

第3条 介護給付費等の請求は、各月分について翌月1 〇日までに行わなければならない。

○国民健康保険団体連合会介護給付費審査支払規則例(平成「 2年3月7日事務連絡)

纂1 1条 支払確定額を決定したときは、請求の審査が終わった日の属する月の翌月末日ま

でに、指定金融機関に振込の依頼をし、指定居宅サービス事業者等に対し、支払いの手

続きをとる。



2。償還払いの場合

償還払い(高額介護サービス妻を除く。)の場合i二は代金を莞沸した日の翌日

が起算日となる(なお、福祉用具賭入。住宅改修については、平成1 3年5月28

日全国介護保険担当課長会議において、この旨を示しているところである)。

また、高額介護サービス黄は、月ごとに算定するものであることから、サービス

を提供した日の属する月の翌月の1日が起算日となる。ただし、自己負担分をサー

ビス提供月の翌月1日以降に支払った場合には、当該支払った日の翌日とすること

が適当である。



(間) 平成1 2年4月サービス提供分に係る介護報酬は、事業者による

請求(代理受領)の場合、平成1 4年6月末に消滅時効が成立する

ことになるが、通常、請求から支払まで2か月近く要することから、

平成1 4年6月中に請求した場合でも、支払が受けられないことに

なるのか。

(答)地方自治法寮23 6条第2項において、金銭の給付を目的とする普通

地方公共団体の権利及び普通地方公共団体に対する権利で金銭の給付を

目的とするものの時効による消滅については、法律に特別の定めがある

場合を除くほか、時効の援用を要せず、また、その利益を放棄すること

ができないものとされている。

したがって、保険給付を受ける権利は、民法第1 47条に規定する時

効の中断事由(承認等)に該当しない限り、 2年を経過したときに時効

により消滅することになり、御質問の平成1 2年4月サービス提供分に

係る介護報酬を請求する権利は、平成1 4年6月末に時効に臆より消滅す

ることになる(介護保険法等2○○条)。

このため、各市町村(保険者)においては、時効により消滅した保険

給付の請求を消滅時効成立後に受理し、審査・支払を行うことはできな

いことから、管内のサービス事業者等に対し、介護報酬の請求に係る時

効の考え方(時効の期間、起算点等)の周知に努めていただきたい。

ただし、介護報酬の支払請求は、民法第1 53条に規定する「催告」

に該当することから、御質問のように時効の成立前の平成1 4年6月中

に請求がなされた場合には、報酬の支払は可能であると考えられる。

(参考)民法第「 53条

催告ハ大力月内二裁判上ノ請求、和解ノ為メニスル呼出若クハ任意出頭、破産手続

参加、差押、仮垂押又ハ仮処分ヲ為スニ非サレハ時効中断ノ効力ヲ生セス


